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人事の重要なパートナー…
　産業医は，企業が社員の健康保
全義務を全うするには欠くことので
きない存在であり，人事にとって
は人事労務業務を行う際に頼りに
なる大切なパートナーのはずです。
　労働安全衛生法では第13条に
「事業者は，政令で定める規模の事
業場ごとに，厚生労働省令で定め
るところにより，医師のうちから
産業医を選任し，その者に労働者
の健康管理その他の厚生労働省令
で定める事項を行わせなければな
らない」とされており，施行令第
5条（産業医を選任すべき事業場）
では「法第13条第 1項の規定によ
る産業医を選任しなければならな
い事業場は，常時50人以上の労働
者を使用する事業場とする」となっ
ています。従って，少なくとも50
人以上の規模の事業場では産業医
を選任する法的義務があるため，
どこも選任義務を果たすためまず
は懸命に“産業医探し”を行ってい
ます。人事の業界において，今で
は企業に産業医を紹介することが
ビジネスの 1つにもなっています。

　しかしながら，実際のところは
産業医の質にかなりのバラつきが
あります。メンタル系疾患から就
労不能となって休職中の社員の対
応などデリケートな対応が求めら
れるような労務案件に際して，産
業医によっては，会社が不必要な
労務リスクを抱え込んだり，ある
いはリスクを恐れているのか（？）
社員の主治医による診断書に盲従
するかのごとき所見しか出さない
事例も珍しくありません。

 産業医の歴史を整理する
　厚生労働省の資料で産業医数を
チェックしました。認定産業医制度
が開始された1990年当時の産業
医の登録者数は約 1万人。2022年
の産業医登録者数は10万7,000人，
そのうち 5年ごとの産業医登録を
適格に行う等で有効な産業医数は
7万人程度とされています。一方
で，日本全国での事業場数は400万
といわれており，50人以上規模の
事業場はもっと少ないとはいえ，
各社が産業医探しに苦労されるの
もやむをえない“産業医労働市場”

の現状が続いているようです。
　改めて産業医の歴史を振り返る
と，戦前の工場法が定める“工場
医”がルーツのようです。1938（昭
和13）年，従業員500人以上の工場
に“工場医”の選任義務が課され
ました。そして戦後，1947（昭和
22）年に労働基準法が施行される
と，企業には医師である衛生管理
者の選任が義務付けられることに
なりました。この時点ではまだ「産
業医」という用語は使われておら
ず，医師である衛生管理者の選任
が一部に義務付けられたという段
階でした。衛生管理者は，今では
医師ではない社員の中で国家試験
に合格した方がなっていますが，
この仕組みとなったのは1972（昭
和47）年，労働基準法から労働安
全に関する定めを独立させ労働安
全衛生法を新たに成立させたタイ
ミングでした。この1972年に50人
以上の規模の事業場に産業医の選
任義務が課されたようです。
　なお1947年から1972年までの
“医師による衛生管理者時代”は，
医師であれば誰でも衛生管理者と
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なることができる時代でした。もっ
とも当時は人口も増え，それにつ
れて当然病院を頼る患者の数も増
える時代背景でしたので，企業内
の衛生管理者のような仕事に関心
を示す医師は少なかったようです。
　実は1972年に産業医の選任義
務が導入されて以降，1996（平
成 8）年の労働安全衛生法の改正
までの間は，言ってみれば医師で
あれば誰でも産業医となることが
できる時代だったようです。

“認定産業医”時代の到来
　産業医の歴史を調べて，改めて
本稿の冒頭でもあまり意識せずに
用いた登録産業医の“登録”とい
う表現に注意を喚起されました。
　1972年の労働安全衛生法改正
により，衛生管理者と産業医とい
う 2つの役割が生まれ，産業医は
法的にも独立した存在となり，健
康診断・面接指導・復職判断など
高度な産業医学に関する判断を行
う役割に特化するようになりまし
た。この時点で旧労働省は，安全
衛生規則を改正して大臣の定める
「所定の講習」を修了した者を産業
医としましたが，実態として名義
貸しもみられるなど産業医の質に
疑問が持たれていました。日本医
師会は1990（平成 2）年，この事態
を打破するため独自の認定産業医
制度を創設し，講習修了者に「認定
産業医証」発行することとしまし

た。とはいえ当時の認定産業医は，
日本医師会という民間団体による
自主的な資格でしかなく，法的な
拘束力は一切ありませんでした。
　この認定産業医制度は今でも続
いていますが，現在，企業が新し
い産業医を選任して，所轄の労働
基準監督署に産業医の選任届を提
出する際の添付書類としてこの 
“認定産業医証”が当たり前のよ
うに活用されています。このよう
な変化に至ったきっかけは，1996
年の労働安全衛生法の改正でし
た。産業医の選任要件として，“労
働者の健康管理に必要な医学的知
識を有すること”が初めて明文化
され，その通達（1996年 8月 9日
基発第566号）の中に「労働者の
健康管理等を行うのに必要な医学
に関する知識を有する医師（＝産
業医）には，（中略）産業医学振
興財団が都道府県医師会に委託し
て実施している産業医基本研修の
修了者」と正式に定められました。

 それでも“質”にバラつき？
　日本医師会による認定産業医の
講習を調べると，まず受講資格と
して日本における医師資格を有す
ることとあります。そのうえで，産
業医学の50単位以上（基礎研修が
30単位以上，専門研修が20単位
以上）を受講し，研修修了後，日本
医師会へ認定申請書を提出すると，
日本医師会が内容を審査のうえ，

「認定産業医証」を交付する仕組み
となっています。またこの認定の
有効期間は 5年間で，更新するに
は20単位以上の更新研修を受け
なければならないとされています。
　筆者が注意喚起したいのは，認
定産業医になるには指定された講
座を受講することが義務付けられ
ていますが，そこに合格試験のよ
うなものはありません。受講する
だけでも大変高度な医学知見が必
要なのかもしれませんが，受講だ
けであれば，受講者の理解の程度
は問われないはずです。さらに筆
者の親しい産業医の先生方のお話
を伺えば，認定産業医のための講
座の実施主体は各都道府県単位の
医師会ですが，産業医学に詳しい
講師の先生は首都圏はじめ大都市
圏に集中しており，地方の医師会
では講師集めにも苦労されている
状況といいます。ましてや当時と
比べれば企業にとって産業医は格
段に重要な存在となっています。
もともと，日本医師会が医師の
特別な業務である産業医の資格を
決定できるという現在の仕組み
は，一種の利益相反の要素も含ま
れるのではないかと思います。そ
こまではともかくとして，人事の
方々が「わが社の産業医には困っ
たものだ」と嘆かれる一因には，
講習を受けるだけで“認定産業医”
になれる仕組みがあるように思わ
れます。
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